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我が国ではオイルショック以来,エネルギー資源の有効活用の面から石炭の使用

が見直され,最近では石炭焚き火力発電プラントの計画が多くなってきている｡-一

方,石炭焚き火力発電プラントの環境対策は,石炭に起因する幾つかの困難な要因

のため,ガスあるいは重油焚き火力発電プラントの場合に比較して,より高度な処

理技術が必要である｡

そこで,石炭焚き火力用の環境設備のうち,特にボイラ排煙処理に関して最近の

技術動向を取り上げ,その概況について紹介する｡まず,集塵･脱硝･脱硫の組合

せによる排煙処理システムの検討,次に環境設備のうち個々の設備として,集塵は

高温電気集塵装置,脱硝は乾式アンモニア接触還元分解法脱硝装置,脱硫は湿式石

灰石石膏法脱硫装置についてそれぞれ述べる｡

l】 緒 言

近年,火力発電プラントでの環境対策は,非常に重要な問

題となってきているが,日立グループでは早くからその重要

性を認識し,その対応技術の開発に総力を挙げて取り組んで

おり,現在では次のような環境設備の要素技術(これらは既

に実用化済み,あるいは実用化の見通しを得ている)を保有

している｡

(1)大気汚三条防止技術‥=

同 上…･

同 上‥‥

(2)水質汚濁防JL技術‥‥

(3)同体廃棄物処理技術･

同 上…･

･集塵装置

･排煙脱硝装置

･排煙脱硫装置

･排水処理装置

･灰処理装置

･廃棄物処理装置

また,これら以外にも,騒音防止,振動防止などの対策技術

も保有しておr),関連機器に適用している｡

火力発電プラントの環境対こ策は単に個々の要素技術を集合

させるだけでは不十分であり,特にこれらを有機的に組み合

わせた総合的なトータル･システムとしての対処が必要であ

る｡日立グループでは,火力発電プラントメーカーの特長を

十分に発揮し,発生源対策と処理技術の両者を統合したトー

タルエンジニアリングによるプラント全体として調和のとれ

た最適システムの計画が可能である｡

ここでは,石炭火力発電プラントを対象とLた各種の環境

設備のうち,排煙処理系統の集塵装置,排煙脱硝装帯,排煙

脱硫装帯などの要素技術の一端と,環境設備システムの-一例

として排ガス処理システムについて述べる｡

凶 排ガス処理システム

2.1石炭焚きボイラ排ガスの性状

石炭焚きボイラの排ガス性状及び煤塵の性状は,表1,2

に示すとおりで,重油焚きボイラ排ガスと大幅に相違する特

質は,煤塵量が100倍以上も多いことと煤塵の主成分がシリ

カ,アルミナであること及び排オ､ス中に塩素分(HCl),フッ素

分(HF)などを含んでいることである｡したがって,子J炭焚き
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表l 石炭焚きボイラ排ガスの性状 燃料とする石炭の種類の相違に

より,ボイラ排ガスの性〕犬が変化することを示す｡

石 炭 炭 種 A B C D E

石

炭

性

二伏

発熱量(kcal/kg)

(乾炭ベース)

6,000 5′900 6.150 6′600 7,100

11

0.8

灰分(%) 20 26 26 17

硫黄分(%) 0.5 卜3 3,0 0.7

窒素分(%) l.0 l.0 0.8 卜6 l.0

才非

力'

ス

性

状

ボイラ節炭器出

口煤塵量

(g/m3N)

ZO 25 25 15 9

空気予熱器出口

SOx(ppm)

350 l′100 2′500 550 600

ボイラ節炭器出

口NOx(ppm)

6%換算

170～200 170～200 170～200 200～Z50 200～250

注:表中の煤塵量.SOx,NOxはすペて乾ガスベース

表2 ボイラ排力♪ス中の煤塵の･性状 石炭及び重原油焚きボイラ出口

での]非ガス中の煤塵性状の一舟量的な代表例を示す｡

項 日 石炭焚き 重原三由焚き

煤 塵 量(g/m3N) 15-､‾25 D.05～0,Z

平 均 粒 径(〃) 20～30 】､- 5

ゾ集塵成分

SiO2(%)

Al20｡(%)

SO3(%)

C(%)

50へ･-55

27～-30

0.3～0.7

0.3一一卜0

15～20

Z5～35

50～60

見掛け固有電気抵抗(ローCm) lX1012､11 lX10▲卜告

*

日立製作所電力事業本部火力技術本部 **バブコック日立株式会社呉工場
***

日立プラント建設株式会社
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ボイラを対象とした環境設備は,煤塵の少ない重油焚きボイ

ラのそれに比較して,より高度な処理技術が必要である｡

2.2 排ガス処理システム

石炭焚きボイラ排ガスの処理システムは,集塵,脱硝,脱

硫の各要素技術により構成されるが,各設備での煤塵対策の

分担比率をどのように考えるかによって幾つかのシステムが

構成されるし.またシステムの出口煤塵量をどこまで抑え込

むかによってもその構成が変化してくる｡

ここでは,煙突出口での硫黄酸化物(SOx)濃度,窒素酸化

物(NOx)濃度を一定(それぞれ50ppm以下,20ppm以下)と

し,煤塵量を10～30mg/m3Nに抑えた場合のシステム構成比

較を表3に示す｡各システムには【一長一短があり,システム

の選定に当たっては･技術的信頼性,運転保守性及び経済性,

更には今後の技術開発の進み方,また将来をも含めた汚染物

質の排出規制値との関連なども考慮する必要がある｡

したがって,一概にシステムを限定することはできないが,

現時点の技術をベースとして比較するならば,最も信頼性の

高い各装置を組み合わせたシステムのケース5又はケース6

が最も実用的である｡また高煤塵でのパラレルフロー脱硝の

信頼性が実証された時点ではケース2が最適システムと考え

られる｡

また,システムの設計に当たっては,石炭焚きボイラ排ガ

ス特有の諸条件,すなわち,重油焚きボイラ排ガスに比較し

て煤塵膿度が非常に大きい,NOx濃度が比較的大,排ガス中

の塩素(Cl),フッ素(F)などの陰イオン濃度が大ということ

などに対し十分考慮を払う必要があり,その主な項目を表4

に示す｡

田 高温電気集塵装置

石炭焚きボイラ用集塵装置は排ガス中の煤塵量が非常に多

い上に,煤塵排出規制がいっそう厳しくなることが考えられ

るため高効率のものが要望されている｡この条件に適した集

塵装置は電気集塵装置(EP)又はバグフィルタ(BF)である

か,現状では実績の面からEPの採用が妥当である｡

石炭焚きボイラ用EPの計画で一最も性能に影響を与える因

子は,煤塵の見掛け固有電気抵抗値(β)である｡通常,EP

表3 石炭焚き火力発電プラント用排煙処理システムの比較 煙突からの排出煤塵濃度を幾らに

選定するかによって考えられる処理システムのうち,7ケースについての比較を示す｡

ケース シ ス テ ム 目標煤塵排出濃度 特 記 事 項

1

NH:1(N什～)

…レ宗男票-A′H†+‾EPご工芸-DeSOx
sTACK

GR(添加物)

25mgノ■mニーN以下

(1)無触媒脱硝の技術確立が必要

(2)炭種によってはL-EP用煤塵調質が必要

(3)パラレルフローによる脱硝技術評価要(摩耗対策)

(4)脱硫出口ヘのテミスタ設置により煤塵量を更に低減可

(5)L-EP捕集灰中のNH3対策要

2

NHJ

8LR DeNOxAHLEPG･･′′GDeSOx
sTACK

GR(榊‾)(涛柵=TRDeM】ST

20mg.･`■m二うN以下

(1)炭種によってはEP用煤塵調質が必要
(2)パラレルフローによる脱硝技術評価要(摩耗対策)

(3)脱硫出口の煙道デミスタ設置で煤塵量抑制

(4)+-EP捕集灰中のNH3対策要

3

N叶う

10mg..･･′m:iN以下

(1)バグフィルタの石炭焚きボイラ排ガスでの実証要

BLRIDeNOxA･′HBagFGノノGDeSOx sTACK
レくラレルフロー)

=TRロeMIST

GR

(a)炭種による性能変動なし,高性能化容易

(b)ご戸布摩耗あり

(c)ガス温度条件に制限あり(露点温度以上)
(2)BagF捕集灰中のNH3対策費

4

N什j

臥R慎一)A･HL-MC呂i呂器STACK 30mg′′■′m3N以下

(1)パラレルフローによる脱硝技術評価要
(2)L-MCの効率80へ･gO%程度

(3)G/Gヒータかノークによる煤塵増加大

GR (4)煙道デミスタに代わり湿式EPを設置して煤塵対策要

5

NHこi

臥R H-EPDeNOxA州G･′′GDeSOx
sTACK

(高効率)(′くラレル7叫 HTRDeMFST

GR

10mgノ/m3N以下

(1)確立Lた技術の組合せで信頼性大

(2)GRファン及びA川の摩耗小

(3)リークNH=jによるA/Hへの酸性硫安の付着大

6

7

NH二i

臥RH一巨PDeNOxA川G′′GDeSOxsTACK

(低効賽)(′くラレルプロ‾)HTRDeMIST
GR

N什1

8LR=-MCDeNOxA/=G′′･GDeSOxsTACK

いラレルフロー)=TRw-EP

GR

20mg..ノ′m3N以下

30mg′′m二;N以下

(‖中程度の煤塵に対応できるパラレルフローの技術評価要

(2)リークN什=こよるA川への酸性硫安の付着少

(3)H-EPのコンパクト化が可能

(1)H-MCの効率80%程度

(2)H-MCの実証要
(3)G/′Gヒータリークによる煤塵増加あり

(4)湿式EP設置Lて煤塵対策要

注:略語説明

書旨諾盗品言;呂慧ガスヒ_タ呂き語蓋芸言……排煙脱硫装置語呂蓋才芸言イクロン喜冒議器レチサイ,｡ン
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表4 石炭焚きボイラ用排煙処理システム計画上の主な考慮事項 システムを構成する各設備を

計画する場合に考慮すべき事項の主な項目を表示した｡

装

置

計画上の考慮 事項
対 策 実 績 今 後 の 問 題 点

現 象 問 題 点

電

気

集

塵

装

置

高波度煤塵の流入 高 効 率集塵

高温EPの採用

高温EPの実績一姫産業に多数あり｡石炭

用としては北海道電力株式会社;工別発電所

で実証テスト済み(2′000m3N/h)

米国ペルコ社と技術提携

石炭焚きボイラによる国

内実用1簸での実証要

高電気抵抗煤塵 不 安 定 集塵

力■スフローの均一イヒ ガス流速分布の数値管‡里 実機での実績多数あり｡

特になL

安 定 運 転
ひずみ無電極ネ反の採用

最適荷電制御方式
実機での実績多数あり｡

才非

煙

脱

硝

装

置

研

煙

脱

硫

装

置

高波度煤塵の;売人 閉塞ト ラブル

高温EPによる除塵

触媒移動形反応器採用

高温EPとの組合せパイロットで実証テ

スト済み(2′000m3N/h)

石炭焚きボイラによる国

内実用機での実証要

パラレルフローの採用 研究所,エ場及び電力会社でテスト中

実績あり

触媒寿命の確認

NH3 の 流 出 二 次 汚 染
高性能触媒の採用により

NH3/NOxモル比低i成

流出量ゼロ

酸性硫安の生成

南淡度煤塵の;売人

CllF‾などの

陰イオン物質流入

スケーリング

カース再加ハ

システム

A/Hの閉塞

石;■純度低下

性能イ監下

腐食発生

石書純度低下

閉塞トラブル

熱熱…原低ユ成

ロスの低減

〉売出NH3のイ氏減

ダスト分離方式の採用

ダスト分離により吸収系

への流入巨万止

耐食,耐摩耗ネオの採用

工水による洗浄工程追設

PHコントロール

石サブ農度コントロール

G/Gヒータの採用

改良多孔板吸ユ枚塔の採用

スプレー形吸1収塔の採用

重油専娩ボイラで実績あり

石炭焚きボイラではパイロットテスト中

一般産業で実績あり

石炭焚きボイラ用とLて電三原開発株式会社

竹原発電所でパイロット実証テスト済み

電三原開発棟式会社竹原発電所で実証テス

ト済み

電…原開発株式会社竹原発電所で実績あり

同上

同上

電力会社/ヒータメーカーで共同研究中

電源開発株式会社竹原発電所2′500m3N/h

パイロットで実証テスト済み

長期確認テスト要

特になし

同上

同上

同上

同上

関連機器の信頼性確認要

大形実用機での実証要

が安定した性能を発揮できるβは104-1011n一皿の範囲であり,

これを逸脱した煤塵をEPで摘果することは困難である｡

3.1煤塵の見掛け固有電気抵抗値

石炭焚きボイラ排ガス中の煤塵のβは,一般に石炭の性状

と排ガスi息度に大きく影響を受ける｡

(1)石炭性状の影響

煤塵のβは,その中に高抵抗物質(シリカ:SiO2やアルミ

ナ:A1203など)が多いほど,また媒脾に付弟した撫水硫巨畦

(SO3)を中和するアルカリ金属成分(酸化カルシウム:CaO,

酸化マグネシウム:MgO,酸化カリウム:K20など)の多い

ほど高くなる｡

一方,煤塵の体積電気伝導度を高める作用のある酸化ナト

リウム(Na20)が多いほど,また,表面電気伝導度を高める

SO3と関係する石炭中の硫黄(S)分が多いほどβは低くなる｡

(2)温度との関係

石炭中のS分の量と煤塵βと温度との関係を図1に示すが,

1500c程度の低温領域(ボイラ空気予熱器出口のガス温度)で

は,煤塵βは表面電気伝導が支配的であり,そのためガス中

の水分やSO3(石炭ヰのS分)に大きく影響を受ける｡

一方,3500c程度の高温領域(ボイラ節炭器出口のガス温度)

では,煤塵βは体積電気伝導が支配的となり,煤塵中のNa20

にも影響され,更にSiO2やA1203のβの温度特性が負であり

その影響を受けて煤塵βは低下する｡

以上のことから,石炭炭種が一定でなく種々変動する場合

には,EPは高性能の保持という信束副生の面から,高温EP

101:i
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壊

＼

Sく1.0%

ゝ

1.0%くS<2.0%

＼

ヽ

＼

､､√
高温集塵指数大

非正常集塵領域

正常集塵領域

S>2,0%

10p
100 200 300

温 度(Oc)

400

注:S=燃料中の硫黄分

図l煤塵の見掛け固有電気抵抗と温度の関係 石炭焚きボイラ排

ガス中の煤塵の見掛け固有電気抵抗値の温度により変化する状態を示す｡
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の採用が望ましい｡

しかし,ごくまれではあるが,石炭の中には高温域でも煤

塵のβの低下が少ないものがあり,このことを計画条件に折

り込んだEPを計画しないと運転に入ってから件能不足を招

くことになり問題となる｡したがって.これの事前把二促は重

要なポイントとなるが,この煤塵βの高温域での低下度合を

我々では高温集塵指数と呼び,石炭分析値から推測する技法

を採用している｡

3.2 高温集塵指数

石炭の種類と高温時の煤塵βとの関係を柁々調査した結果

煤塵中のアルカリ金属成分の比率とβとは,ある程度の相関

性のあることを見いだしたため,石炭分析値中の灰分組成分

析低からその比率(高温集塵指数)を求め,EP計画に適用し

ている｡

高i息集塵指数=
鉄及びアルカリ金属の酸化物(wt%)

酸化ナトリウム(wt%)

Fe203＋CaO十MgO＋K20＋Na20

Na20

高温集塵指数と集塵率の実測例を,表5に示す｡これは高

温EPパイロットテストの結果であるが,指数が大きくなる

と高温でのβの低下度が少なくなり,集塵性能が低下してい

る｡したがって,このような場合のEPの計画ベースは,煤

塵が高βであることを考慮する必要がある｡

3.3 石炭焚きボイラ用高温EPの特長

石炭焚きボイラ用としての高温EPは,ソフトウェア及び

ハードウェア面で種々研究･改善を行なっており,その特長

は次に述べるとおりである｡

(1)性能保証に対し十分な信根性をもった合理的な計画

(a)米国ベルコ社との技術提携により,そのノウノ､りによ

る設計計画の実施

(b)北海道電力株式会社江別発電所でのパイロット高温EP

による長期間テスト(約7,000時間)や多数の調査試験で得

られた技術ノウハウの適用

(c)オーストラリア,南アフリカ,中華人民共和国などの

外国炭性状の調査及びパイロットテストによる集塵特性調

査結果の通用

(2)長期間にわたる安定運転が可能

(a)ひずみの少ない(熱ひずみ5mm以内at3500c)集塵極,

放電わくの採用

(b)断線のない放電極(4m皿角線など)の採用

(c)煤塵の剥離効果及び再飛散防止効果の良い集塵極分散

槌打方式の採用

(d)集塵室の鉄骨架台とチャンバを分離構造とし,熱膨張

を【吸収するスライド機構の採用による極間ピッチの保持

(3)EP大形化に伴うガスフロー調整技術やスケールアップ

技術の通用

表5 高温集塵指数と集塵率の実測例 石炭炭種によって変化する高

温集塵指数と集塵率についてのパイロットテストでの実測例を示す｡

項 目 石 炭 混 焼 比 率

石炭種別

A 100 80 50 25

B ZO 50

99.3～99.6

75 100

集 塵 率(%) 99.了 99▲Z～99.7 99.2--99.5 98.l～-98.2

pat350qC(凸-Cm) 3.0×109 卜0×101n 9×109 l.3×柑川 1.0×柑‖

βat】508c(n-Cm) l.5×川12 卜3×】012 8.0×柑11 2.5×1012 8.0×1011

高温集塵指数 8.7 10.0 12.2 16.4 22.3
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【】 排煙脱硝装置

既に実用機として開発痛みの脱硝70ロセスは,反応温度が

350勺c前後でアンモニア(NH3)を還元剤として使用し,触媒

により排ガス中の窒素酸化物(NOx)を無害な窒素(N2)と水

蒸気(H20)とに分解する乾式接触還元分解法であり,反応式

は次のとおりである｡

4NO＋4NH3-4N2＋6H20

6NO2十8NH3→7N2＋12H20

装置の優劣は,触媒の良否に直接左右されるため,高活性,

長寿命の触媒の開発が脱硝装置開発の最大の焦点となる｡

4.1 脱硝触媒

(1)触媒の開発

ボイラ用排煙脱硝装置の触媒の開発は,昭和38年から着手

し,以来粒状触喋についての性能,形状,製造法などの研究,

開発を進め,昭和鵬年にその基本開発を完了し,昭和49年以

降は,各種燃料のボイラ実ガスによる実証テストを,引き続

いて実機製作を行ない,予想性能を十分に満足することが確

認きれている｡

･一方,板状触媒についても粒状触媒をベースとした高活性

触媒を昭和51年に開発し,ダーティガスへの適用を進めてい

る｡現在では,重油焚きボイラ排ガス用実機が運転に入って

おり,また石炭焚きボイラ排ガス用としての実証テストも実

施中であり,いずれも好成績を得ている｡

(2)触媒の選定と特性

ボイラ排ガスの性二状により,最も適した触媒形メ犬とそれに

マッチした反応器形式を選定する必要があるが,その組合せ

方は大略表6に示すようになる｡

石炭焚きボイラ排ガス用脱硝装置は,排ガス中の煤塵濃度

が高いため,板状触媒同定床式反応器(パラレルフロー式)を

採用することになるが,その板状触媒の特性を図2,3に,

また実ガステストの結果を図4に示す｡

4.2 石炭焚きボイラ用排煙脱硝装置の考慮点

この装置として特に考慮しなければならない点は,排ガス

中の煤塵濃度が高いことと,SO3により生成する酸性硫安と,

この二つの対策をいかにして解決するかということである｡

(1)高濃度煤塵による触媒閉寒村策

排ガス中の煤塵濃度が重原油焚きボイラ排ガスに比べ桁違

いに大きく,触媒に付着しやすい性質をもっていることから､

対策としては前置集塵装置の有無によって方式が別かれる｡

その概要を表7に示す｡現時点では,高煤塵に起因する触蝶

の摩耗,煤塵の堆稗などを軽減させるケースAのほうが信頼

性が高いといえる｡

パラレルフロー式反応器は,板状触媒をガス流に平行に,

十分な間隙を保って規則的に配置しているので,煤塵による

触媒の日詰まr)は基本的には生じない｡しかし,煤塵の万一

の堆積に備えて,反応器内のガス流れ方向の選定や,スート

表6 排ガス性二伏による触媒形状と反応器形式 排ガス中の煤塵漉

度により,適用する触媒形状と反応器形式の組合せを示す｡

ボイラ燃料 排ガス性二扶 触媒形状 反応器形式

+NG,+PG クリーン 小粒状(円柱状) 固 定 床

灯油

+S重原油

HS重原油

石炭

ダーティ 板 状 固 定 床

注:LNG=i夜化天然ガス.LPG=液化石油ガス
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板状触媒(石炭焚きボイラ用)

反応温度 3500c
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図2 〔NH3〕/〔NOx〕と脱硝率の関係 排ガス中のNOx濃度と,注入す

るう蓋元剤であるNH｡の濃度のモル比に対する脱硝率の変化について,SV(空間速

度)をパラメータとLて示す｡
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板状触媒(石炭焚きボイラ用)
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反応温度(Oc)

図3 反応温度と脱硝率の関係 脱硝反応温度(排ガス温度)の変化に

対する脱硝奉の関係を示す｡

ブロワの設置などを考慮する必要がある場合もある｡

(2)酸性硫酸塩対策

還元剤として注入した,NH3の一部は排ガス中に含まれる

SO｡と反応して酸性硫酸塩(酸性硫安)となる｡これが触喋に

付着すると脱硝性能が低下するので,脱硝装置の運転温度を,

酸性硫安の生成i温度以上で運転することを原則とし,低負荷

時にはボイラ節炭器入口から排ガスを一部バイパスして,ボ

イラ出口排ガス温度を高く して,運用範囲を広くするなどの

対策を行なっている｡

また,酸性硫安が,ボイラ空気予熱器のエレメント(約230

0c以下となる中低i且部)に付着堆積すると,空気予熱器の閉

塞及び腐食を起こす懸念があるが,この対策としては次の組

合せで対処が可能である｡

(a)脱硝装置からのi売出NH3を極力低i成する｡

(b)空気ニ予熱器のスートブロワ及び水洗を強化する｡

(c)空気予熱器エレメントのタイプを変更する｡

(3)板状触媒の特長

(a)永年の実ガステストにより実証された高活性,長寿命

ガス量(m3N/h) 300

反応温度(Oc) 350

〔NH‥け■〔NOx〕 0.83

D皿:

蛮喜一冨呂
諾三0

肌`Uo l,000 乙000 3,000

運転時間(h)

図4 石炭焚きボイラ排ガス用パラレルフロー式脱硝パイロット

プラント運転経過 石炭焚きボイラ排ガス実ガスによるテスト結果を示

すもので.排ガス中の煤塵濃度変化があっても反応器庄損や脱硝率が一定であ

ることを示す｡

表7 触媒層閉塞担方止対策についての基本的な考え方 排ガス中

の煤塵による触媒の閉塞防止に関する基本的な考え方の2ケースを対比L表示

Lた｡

項 巳
ケース A B

システムの概要

前置集塵設備により許容煤塵濃 前置集塵設備を設置せずに入っ

度まで入口煤塵を除去する方式 てきナこ煤塵は,そのまま触媒層

を通過させる方式

システムフロー
ボイラ

NHコ

〔
N什っ

ポイラ

高温反A川 璧 反A/HEP 璧
EP 応

大 応 犬

器 器

別

媒

層

閉

塞

防

止

前置集塵 あり なし

反応器

入口煤塵量
0.05′-0.2g′･′■■m:うN程度 約30g′′m‥lN程度

反応器形式 パラレルフロー形固定床式 パラレルフロー形国定床式

対

策
触媒形状 板状触媒

1

板状触媒

の粒状触媒をベースに開発された触媒である｡

(b)触媒エレメントの厚みは,約1mmと薄く,スペースフ

ァクタが良く,コンパクトで低圧視である｡

(C)触媒エレメントを,ガス流に平行に配列した単純構造

であり,煤塵による閉塞が少ない｡

(d)触媒の剥離ド方_l_卜のため,l･`1社独自で開発Lた特殊加‾｢

を令嬢基板に施Lている｡

(e)触媒はブロック化され,構造的にも強度をもっており

取扱いが容易である｡

(f)原料調整から触媒製造まで,自社一貫体制で行なえる｡

田 排煙脱硫装置

火力発電用ボイラの排ガス処理として,現在,国内に設置

されている排煙脱硫装置は,湿式法が主音充であー),日立グル

ープの排煙脱硫装置も,湿式の石灰石一石膏法である｡

この方法は,特に石炭焚きボイラ用として,米国パブコッ

ク アンド ゥイルコック社で開発されたもので,同社の手に

より米国では世界一最大級の850MW石炭焚きボイラ用全量処

理排煙脱硫装置が既に稼動している｡一方,国内で日立グル
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-プが納入したものでは,中国電力株式会社玉島発電所3号

機用500MW全量排煙脱硫装置が重油焚きボイラ用としては

世界貴大であー),また石炭焚きボイラ用としては電源開発株

式会社竹原発電所1号機用250MW全量排煙脱硫装置があり,

いずれも現在順調に稼動中である｡

このプロセスは,石灰石を吸収剤として使用し,排ガス中

に含まれる亜硫酸ガス(SO2)を吸収,除去し,副生品として

石膏を回収する方式であり,主な反応は次のとおりである｡

吸収工程 CaCO3＋SO2十÷H20→CaSO｡･÷H20十CO2

酸化工程 CaSO3･÷H20＋÷02＋÷H20→CaSO4･2H20

〔概略系統〕

エ業用水(H20)

ボイラ排ガス(SO2)
除塵工程

石灰石スラリ

(CaCO3)＋(H20)

吸収工程

(主ろミネ_タ)

排煙脱硫後ガス

水処理 亜硫酸カルシウム

再処理 (CaSO4･加20)

煙突

酸化工程

脱水工程

空気

(02)

石膏

(CaSO4･H20)

搬出

5.1 開発状況

fち11式オナ灰石一石所法排煙脱硫装置は,SO2吸収系統を,木内

パブコソク アンド ゥイルコック杜のプ占礎研究と実機の実績

技術を導入し,これに臼杵での酸化及び石缶剛文系統の研究開

発の成果をべ【スに3,000ⅠⅥ:iN/hの実カー'スパイロットプラント

を建設し､システム的な仙i系統の試版研究を,1年田=二わたっ

て実施して技術の確立を図り,更に実機規模のものとして,

中国電力株式会社と協同して310,000m3N/hのプラントを同

社水島発電所に設置して,昭和48年11月から約6箇月にわた

り各種試験を実施し,技術の完成を見たものである｡現在で

は,更に経済性の向上のために電力費及び原材料費の低減を

表8に示すとおり行なっている｡

5.2 石炭;妊きボイラ排煙脱硫装置の考慮点

石炭焚きボイラ排煙脱硫装置は重油焚きボイラ排煙脱硫装
置に比較すると排ガス中の組成,煤塵量などが相違しておr),

そのいずれもが性能を低下させる傾向をもっているため,そ

れらに十分対処できる計画を行なう必要がある｡

(1)ダスト分離システムを採用

石炭焚きボイラ排ガス中のHCl,HFは脱硫性能を低下さ

せ,フライアッシュは石膏の品質を低下させるので,これら

が吸収系に混入しないよう,除塵系統を独立させて十分に洗

浄と除塵を行ない,更に,除塵塔出口に設置した,サン70ミ

ストエリミネータで飛散分を捕集除去する方式,すなわちダ

スト分離システム(図5参照)を採用し,性能の向上を図って

表8 脱硫装置の経済性向上の改良策 湿式脱硫装置の経済性向上

を図るために,具体的に実施Lたユーティリティー低減策の内容を示す｡

目 的 内 容
l

対 策

電力費の低減

(フアン電力)
脱硫ゴ蒼の圧損低減

l.低圧損多孔板の採用

2.低圧損除塵塔の採用

原木オ料費の低減

(石灰石,硫酸)
石灰石過剰率の低減

1.循環タンクの最適容量の選定

Z,循環タンクの構造最適化

22

ガス【ガスヒ一夕

煙突一一

集塵装置-■←

緊急スプレ…

ミストエリミネ一夕
除塵塔循環タンクへ

脱硫ファン

エ業用水

ブローダウン

除
塵
塔

除塵塔
循 環
タンク

ト
､
､
､
々
ノ

ス
リ
一

ミ
エ
ネ

デミスタ

吸
収
塔

フンサ

吸収塔
循環タンク

循環 循環
ポンプ ボンプ

エ業用水

汗
過
水
ポ
ン
プ

酸化塔

図5 ダスト分離システム系統図 除塵塔と吸収塔の間にミストエリ

ミネータを設置し,除塵塔からの飛散ミストを極力捕集するとともに,巧盾環液

系を各々独立させた,ダスト分離システムのフローを示す｡

いる｡

(2)使用機器の塩素腐食対策

排ガス中のHClを吸収すると除塵塔の循環液中のClイオン

濃度は非常に高濃度となるので,このClイオンによる材料の

席食(隙間腐食,孔食)対策として,適正な材質選定を行なう

必要がある｡

(3)出口煤塵量の低減

装置出口での煤塵量は,装置の除塵性能と吸収剤のキャリ

オーバ量で支配される｡ガス再加熱方式としてガスーガスヒ

ータの採用とも関連するが,ガスーガスヒータとしては,極

力煤塵_遥か少ないことか学ましく,ダスト分嫌々式を一院糊し,

【吸収塔出Uデミスタを強化して,更にガスーガスヒータ入口

にミストエリ ミネータを設置して,吸収剤のキャリオーバの

低i成を図っている｡また,ガスーガスヒータのリークによる

装置出U煤塵の増加があるが,構造的な考慮を払って低i成し

ている｡

l司 結 言

以上,石炭焚き火力発電プラント用環境設備のうち,排ガ

ス処理に絞って個々の処理装置とその組合せシステムでの技

術動向の一端について述べた｡

今後いっそう強化されるであろう環境規制,発電プラント

の大容量化,燃料用外国炭銘柄の多様化などへの対応技術,

一方,より経済性を追求したコストミニマムシステムヘの対

応技術などの確立には更に研究,開発が必要であり,日立グ

ループはこれらのニーズに対応できるよう,今後ともいっそ

うの努力を傾注する考えである｡

終わりに,現在までの各種環境設備の開発で,ボイラ実ガ

スでのパイロットテストや実機製作などに際し,種々の御指

導,御協力をいただいたそれぞれの電力会社の関係各位に対

し,深く感謝する次第である｡




